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【平成２２年度 研究進捗評価結果】 

評価 評価基準 
 A+ 当初目標を超える研究の進展があり、期待以上の成果が見込まれる 
○ A 当初目標に向けて順調に研究が進展しており、期待どおりの成果が見込まれる 
 B 当初目標に対して研究が遅れており、今後一層の努力が必要である 

 C 
当初目標より研究が遅れ、研究成果が見込まれないため、研究経費の減額又は研究の中止

が適当である 
（意見等） 

市民社会論は、現在の政治学におけるメインテーマであり、これに正面から取り組んでいる姿勢

は高く評価できる。研究グループ全体もバランスがとれ、相互の連携もうまくいっているように思

われる。このテーマを扱うには、１９７０年代後半以降の新自由主義の政策効果（とくに効率化の

影での格差の拡大という深刻な問題）の認識とその対応策としての社会民主主義の再評価が不可欠

であるが、本研究はこの正道を歩んできている。その際、日本ばかりでなく、イタリア、スウェー

デン、ドイツ、イギリスなどの研究も合わせて進め、さらに、各国の政治学の第一人者との直接の

交流を行ってきている。以上の成果は、数々の専門誌の論文に公刊されている。今後は、民主党へ

の政権交代が生み出す問題を検討することが意図されており、成果が期待できる。 
また、極めて現代的なテーマであるだけに、政策提言に貢献しうるし、本研究グループもそれを

精力的に実施してきていることは高く評価される。 

検証結果    研究進捗評価結果どおりの研究成果が達成された。 
 現在、先進国の政治学に問われている重要な課題について正面から取り組み、その

問題に取り組むのに相応しい研究組織を整え、国際会議も開催し、順調に共同研究を

進めてきた。正に現在の政治に直接に関わる課題であるだけに、研究期間における様々

な政治の激動は、研究を難しくする反面、研究進展の刺戟になったと思われる。その

成果の公表の状況も良好である。強いて言えば、英語による成果の公表により海外へ

の発信をさらに期待する。 

A 

 

  


